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　1．まえおき
　（i）　結城町と結城紬
　結城といえぽ誰しも「結城紬」を連想するであろうが、その集散地である結城町は茨城県結城郡の
北方に位置し、東は鬼怒川を隔てて真壁郡に、南は結城郡絹川村・上山川村・江川村に接し、西北は
栃木県下都賀郡大谷村・桑村・絹村といった結城紬の製織地を背景に存立している。こうした立地条
件上、結城紬の結城町経済に及ぼす影響は大きく、結城紬木綿が「一反二付一円ヲ高価二売行アルヤ
或ハ呉服商或イハ小間物商或ハ洋物商或ハ荒物商其他雑貨商飲食店等二至ル迄賑ハヒ来リ為二二千有
余ノ商家ヲシテ潤スニ至レリ然シテ亦物質調査其他取締上欠点アリ価格衰へ普通ヨリー円ノ下落アル
ヤ之レカ反応トシテ忽チ不振ヲ来シ商家ノ店頭所謂水ヲ打ダル如キ」1）様相を呈した。結城町には明
治17年に、商産高51　OOO円以上の商人2）が米雑穀（5人）、清酒（5人）、紬木綿（3人）、呉服太物・
醤油（各2人）、古着・鉄物（各1人）の計19人いたが、かれらの経営の安定も、結局のところ、結
城紬の安定にかかっていた。したがって、結城町経済の仕組みは、根底において、結城紬の生産に従
事する機屋（主として農家）と流通を担当する紬問屋を基軸に成り立っているといっても過言ではな
いo
　ここで、もう少し詳しく明治期における結城紬S）について述べることにしよう。結城紬が他の機業
地と全く異なるのはその生産工程にある。つまり、結城紬の全生産工程（繭煮→真綿かけ→糸つむ
ぎ→染色→撚糸加工→緋しぽり→製織→仕上げ）は、大部分農家副業による手工業的技法で行なわ
れ、特に製織にいたっては昔ながらの「いざり機」によづてなされる。幕末から明治期にかけて、全
国主要機業地では高機あるいは力織機を導入して大量生産をあげていくが、結城機業地では農家副業
的な小規模生産を存続させたのである。その結果、生産反数・額とも全国機業地と比較して停滞する
ことになる（第1表）。たとえば、西陣では明治40年に2，010万4，993円の生産額を上げている。
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第1表結城紬・結城木綿の生産反数及び生産価格
?
城 紬 結　　城　　木　　綿
生産反数 陣価 生産価格 生産反数 陣価1生産価格
明治20年 7，530反 5．20円 39，156円 7，379反1．77円 13，060円
25 14，515 6．08 88，171 12，732 1．61 20，499
30 21，733 9．60 208，637 27，687 2．00 55，374
35 25，267 9．20 232，456 44，255 1．95 86，297
40 29，795 11．15 332，214 26，771 2．09 55，951
44 34，612 9．50 328，814 6，319 1．80 13，333
大正5年 26，397 11．45 309，781 2，076 2．19 4，203
〔備考〕茨城県工業試験場編『茨城県染色業一班』（大正14年）による。
　ところで、機屋によって現金収入源として農閑期に製織された製品は、機屋と問屋とによって個別
に取引される。機屋は製品販売にあたって市場から遮断されており、問屋を通さなけれぽ自己の製品
を販売できなかったのである。したがって、機屋は価格決定の面で全く問屋の支配下に置かれること
になる。ここに紬問屋が有利に資本を蓄積する基盤があった（もちろん、支配下におく機屋の規模に
よって、問屋が資本蓄積をする度合は異なる。ここで取上げる中堅問屋鈴木家と大問屋奥沢家の規模
の差異も、機屋の大小によって規定されていることはいうまでもない）。さらに、機屋が製品を売込
むとした場合、「織物商が相互相連絡し現に十一・二円の価値あるものも甲店にて十円五十銭と評価し
去って乙店に商談を試むれぽ直ちに其売人の行くを乙店に知らせ乙店は丙店と順次内通するより丙店
に至る迄には甲店に千円五十銭と評価せしもの九円位に値下げさるるより売手は已むなく又甲店に戻
りて最初の値段にて売らんとせぽ今度は九門五十銭なりと下落し織屋の困難一方ならず殊に一ヶ月も
日子を費して漸く織上りたるものを売却して其金に米塩原料等を購入せざる可からざる次第なれぽ泣
く泣く売放ちて帰る」4）という結果にもなりかねなかった。結城町経済は、結城紬の生産・流通を担
当する機屋一紬問屋を基軸に成りたっていたとはいえ、紬問屋の取引上における有利性が機屋との資
本蓄積の格差を広げ、よりいっそう紬問屋商人の動向が結城町において大きなウェイトをしめること
になっていた。
　（ii）　結城町民の階層構成
　結城町では明治22年、町の有力者20名によって「交際会」が設立され、以来この会のメソパーにょ
って町政支配が行なわれていたが、明治32年、こうした政治体質に町民の憤りは爆発した。結城町紛
擾5）・がそれである。この事件は、明治32年5月9・10両日、東京から旧自由党系の壮士を迎えて政談
演説会を開催したところ、最初は日清戦争後の国政批判が演題であったため町民の反応は極めて弱か
ったが、5月11日から演題を「結城町役場改良一本槍」という当時の町長の町政墾断批判に変更する
や、町民の関心は高まり町が「改革派」と「役場派」に二分した事件である。つまり、町長は旧紬問
屋をはじめ一部有力者に動かされ、町民の利益を無視する行為が多いとして改革派（小作人・借屋
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人）によって強く批判されたのである。結城町でばもともと町内下層民の活動があり、明治32年12月
には町内下層民の生活援助を目的として、改革派を終始支援した小倉岩吉6）によって公益百事便会が
結成されている。さらに、小倉は貧困世帯の子弟教育や生活援助に力を入れたり、職人層（大工・左
官）や小作人の社会的地位向上のため明治35年に勧業奨励会を開催したり、また、明治38年1月には
結城工業慈善会を結成して職人層の人格向上と待遇改善をはかっている。町内下層民の活動が基盤と
なって、この事件は生じたといえようが、いわゆる「民衆」が保守派の町政聾断に対し断固として立
ち上がったことは注目に値する。しかし、結城町紛擾を起こしたその背景には、町民間のきびしい重
層構造（交際会々員と中小商工業者・有力商人と農民）が存在したことを忘れてはならない。そし
て、この重層構造が金融機関設立に大きく反映していることは後述するところである。
　（iii）　結城町の金融機関
　明治前期の結城町では、ほとんど金融機関が設立されていない。わずかに、明治18年に「結信社」
という銀行類似会社が設立されているだけである。しかし、無尽講は、明治13年に大流行をみた栃木
県の影響うけて、翌年には栃木県と隣接する諸郡（真壁、結城）などを中心に流行しており7）、かか
る事実から結城町でもかなり盛んに行なわれていたと推測できる。また、質屋は明治16年には結城町
市街に11店あり、1店あたり111門の貸金をしているが、これは県西の各町（下館177円、下妻177円、
古河215円、水海道70円）と比較して必ずしも高くない。おそらく、明治前期の結城町では無尽講iが
中心となり、これを質屋や高利貸が補足するとL・った前期的性格をもつ金融構造であったといえよ
う。
　明治後期になると、一変して；結城町でも近代的金融機関が設立し始める。すなわち、明治29年に
有力商人を中心とした結城銀行が、そして明治32年に中小商工業者を中心に融通金積立会（結城信用
組合の前身）が設立にLkたる。折りしも、明治29年以降は結城町を含む県西地方において、明治前期
とは対照的な勢いで私立銀行が設立される時期である（前期1行→後期11行）。結城銀行もその中め
1行であったが、県西地方の金融機関の設立主体をみるとき、商人・地主が多いこと、また、県西の
各町（下館・古河・水海道・結城）ではいずれも米雑穀、呉服太物、干鰯の商金高が高い8）ことに気
づく。このことから、明治後期の県西地方金融発達史を解くカギは、設立主体としての商人・地主の
経営の盛衰が、金融機関との関連をどのように変貌させていくのかを解明することにあると思う。
　従来、明治前期の金融機関に関しては、朝倉孝吉氏9）によって、商人・地主がいくつかの金融機関
を設立し、金融の「うまみ」を巧みに運用して資本を蓄積したと指摘されているが、明治後期に彼ら
商人・・地主は、金融機関と如何なる関連をもっていくのであろうか。もし、前期と異なる点があると
すれば、それは如何なる原因に依るものなのであろうか。本稿の目的は、こうした明治後期の商人・
地主と金融機関との関連を解明するために、結城織物商人鈴木新平を事例にして実証することにある
が、同時に、本稿は筆者の研究テーマである茨城県西地方金融発達史の一駒でもある。
　なお、ここで事例分析する鈴木家は、江戸時代から結城物産織物問屋業を営み、明治期には3・4
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代目の鈴木新平が活躍している。3代目（？～明治20年）は保険社中堅社員になり、4代目・（明治
20～大正3年）は結城銀行中堅株主と結城信用組合組合長になっている。本稿では、主として4代目
鈴木新平の経営と金融機関との関連を個別実証する。
2．明治前期における鈴木家の動向
　　　一保険社との関連において一
　鉛禾家では幕末から明治初期にかけて、耕織の導入に主眼が置かれていたようである。結城地方で
生産される紬や木綿織物は、江戸時代から柳条ものに限られていたため、市場で競争力がなく、紬問
屋では結城紬の発展のためにも緋織の導入が強・く望まれていたのである。そこで、明治6年3月、紬
問屋奥沢庄平が足利、桐生、伊勢崎を視察し、さらに明治7年5月にも同地方と八王子を視察して耕
織の方法を学んで帰り、鈴木新平らと共に結城紬の改良をはかった・その結果、結城紬・木綿の縞柄
を比較的優美に製織することが可能になり、結城紬の販路は拡大し、生産量も明治8年の1，164反か
ら同20年には7，530反と約6，5倍の延びを示したlo）。こうしたことにより、鈴木家の経営も漸次安定性
を増してきたが、それも束の間、生産量の増大にともなう粗製濫造に直面し・その対策に苦慮しなけ
ればならなかった。鈴木家では、明治16年と19年に結城紬の偽造品を発見し、薬品分析などの対策を
講じている11）。この問題は、明治20年に結城物産織物商組合が鈴木新平（頭取）・奥沢庄平らによっ
て設立され、製品検査と登録商標貼付を実施したことにより漸次解決されたが・明治前期の鈴木家は
紬問屋としての経営にまだ多くの不安を内包していたといえよう。
　一方、鈴木家の土地集積は明治12年に田2町4反28歩、畑2町3反8畝5歩・宅地2反7畝24歩で
明治21年までに田3町9反6畝28歩、畑2町8反26歩・宅地3反5畝3歩と増大している（後掲第6
表）。つまり、鈴木家では松方デフレ期をはさんで土地集積が進んだことが指摘できる・他方・鈴木
家「貸方書抜大福帳」12）（明治19年）によれぽ、鈴木家では明治初年から「縞代金貸」「時貸」・さらに
講金の貸付までしており、金貸業として機能していたことをうかがわせる。さて・その講であるが、
鈴木家では積極的に講元などをしており、明治14年3月の「開運講仕法規則帳」13）によれば・鈴木新
平は金主と記載されている。また、明治17年4月の「信愛講」にも関係している。
　ところで、鈴木家が以上のような動向を示していた頃、すなわち明治16年7月、「保険社」を設立
しようとする動きが鈴木新平を含む結城町商人を中心に起っていた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保険社設立願
　　私共義同盟締約資金ヲ醸併シー社ヲ設ケ以テ半ハ社会日常ノ便理二供シ半ハ社員将来ノ保険二
　供シ度キ素志二御座候間何卒本社設立御允許被成下度則チ別紙之通社則相副一同連署ヲ以テ此段
　奉願候也
　この「保険社設立願」14）によると、設立目的は（1）保険社を社会日常一般の便利に役だてる（ll）
保険社々員の将来の険難に備える。の2目的から成りたっている。また、社則には「吾人社会二於テ
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将来誰モ険難ノ患ヒヲ蒙ラスト断言スルヲ得ソ然ラバ前途保険ノ策ヲ設ケサルヘカラス而シテ此策ノ
設タルヤ金ノ右二出ルモノアラサルナリ故二同志相謀資金ヲ醸併シ之ヲ他二融通シ社会ノ万分ヲ補給
シ其公利ヲ貯蓄シ以テ社会将来ノ険難保護シ供セソト欲ス」と述ぺられている。つまり、2つの設立
目的を達成するに、結城町商人が出資して会社を設立し、その資金を社会に融通せしめると共に、「公
利」を蓄積して社員である結城町商人の将来の災難に備えるということであった。
　ここで第2表によって社員構成をみると、保険社々員26名全員が結城町に在住し、しかも酒・醤油
製造販売、米雑穀、紬太物等を営む結城町の主要な商人達であることがわかる。また、のちの交際会
々員も何人かが含まれており、政治力を保持した商人であることを指摘できる。役員は社長が渡辺卯
平、副社長が小篠彦平、取締役が赤荻藤太郎、中沢作十郎である。社員の土地所有状況は資料散逸の
ため実証できないが、鈴木新平が約5町の土地集積をしていたように、当時の状況としては、商人が
地主を兼ねていることは良くみられたことであり、おそらく保険社の社員も商人・地主がほとんどで
あったと推測できる（参考までに、大正13年6月の農務局調査によれぽ、中沢清八と加藤平七が50町
歩以上地主である）。
　持株数についてみると、保険社の資本金8，850円（177株、1株50円）、筆頭株主は運送業・倉庫業
を営む簗島国三郎（15株、750円）であり、10株以上はいずれも有力な商人・地主であった。なお、
鈴木新平は5株（250円）の出資である。
　以上のことから、保険社の設立主体は結城町をrつの単位とした有力商人・地主であったことが理
解できる。しかし、彼らはなぜ保険社の設立に参画したのであろうか。この点を保険社の営業内容か
ら分析することにしよう。
　まず、「定款」によれぽ「本社ノ営業ハ貸附ノー点二止リ営業ヲ禁ズル」（第二款）とある。営業が
貸付だけというのは、保険社の金貸会社的様相を感じさせるが、貸付期限は6カ月、その利息は「官
ノ制限二準スル」とあり、必ずしも高利貸付を目的としているようには思えない。しかも、貸付条件
は非常にきびしく「社金ハ不動産ノ抵当ニシテ保証両名ノ連署該地戸長ノ公証アル証書ニアラサソバ
貸与セサルモノトス」と堅実経営を目ざして炉たことがうかがえる。そのうえ、「本社々員中二於テ
貸借ヲ不許旦本社ノ負債主ニナル者ノ保証二立ヲ禁スルモノ．トス」とあり、設立目的にも掲げている
「社会日常一般のための保険社」という、一見、社会政策的な意図を貫いている。
　以上、「定款」から判断する限り、保険社は結城町有力商人の営業・消費資金調達を目的とした銀
行類似会社ではないような印象をうける。しかし、正田健一郎氏15）が指摘しているように、当時の銀
行類似会社・私立銀行濫立の原因は投資利益の高さにあったことを考えれぽ、結城町の有力商人がこ
ぞって保険社の設立に参画しているのは、保険社からの資金借入を目的したのではなく、社員になる
ことによって不動産担保貸付により得られる高配当を期待したものと推測できる。折りしも、「保険
社設立願」が出願された明治16年は松方デフレの真最中であり、農村は窮乏をつげていた時期であ
る。しかも、結城町は周辺に農村地帯を抱えており、鈴木家など織物商人は在村機屋を基盤として自
らの経営が成りたっていた面もあるからして、農村の窮乏は自己の経営の盛衰にも関係したはずであ
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第2表保険社社員および持株数・高
社　員　名
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8，850円
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結城町808番地
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職
?
運送業、倉庫業
醤油（小田屋）
酒製造販売（井筒屋）
呉服太物商（糀屋）
砂糖・紙商
米雑穀（竜田屋）
醤油製造業
紬木綿問屋（西村屋）
米雑穀（万屋）
米雑穀肥料
繭生糸真綿商
米雑穀（油屋）
肥料商（明治40年創業）
紬木綿問屋
紬木綿問屋（沢屋）
米雑穀
醤油（近江屋）
古着（三浦屋）
営業税（M39）
46円
224
58
24
36
21
43
44
46
110
所得税（M39）
22円
??????? ?
’86
????
役
?
保険社社長
保険社副社長
　〃　取　締
保険社取締
?
考
交際会々員（明治22年）
交際会々員（明治22年）
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃
交際会々員（明治22年）
　　〃
備考：①「保険社設立願」（鈴木家所蔵）により作成。
　　　②職業、営業税、所得税はr茨城県勧業年報』築4回（明治17年）、『日本全国商工人名録』（明治40年）による。
る。したがって、自己の織物経営の安定化をはかるためにも、営業・消費資金調達を目的とした銀行
類似会社が必要であったのだろう。
　明治16年7月に設立を出願した保険社であるが、以後、資料上にその名前を見い出すことはできな
い。明治16年以降は、銀行類似会社に対する業務法令が漸次整備されつつあったことと関連して開設
にいたらなかったとも考えられる。ところで、明治18年には結城町に結信社が設立認可されている。
（資本金2万円）。保険社と結信社との関連については論証する資料に欠いているが、たとえば、保険
社は貸金営業であったが結信社では貸金預金となっていることから、保険社の定款に不備があったの
を改正して、結信社と改称して設立にいたったとも十分に考えられることである。
　ともかく、明治前期の結城町商人・地主達は経営の不安定性をカパーするためにも、まず銀行類似
会社や講などの金融機関との関連を強め、資金調達をはかっていかねばならない状況にあったものと
思える。鈴木家が保険社や「開運講」「信愛講」という無尽講と関連をもったのも、根本的には明治
前期の市場変動や粗製濫造に基づく経営の不安定性を補う資金源＝金融機関が必要だったからであ
り、また土地集積や貸金がそれを補填したのである。
3．明治後期における鈴木家の経営拡大と資金調達
　（i）　明治中期以降の鈴木家の経営
　明治29年、織物問屋商達は結城物産織物株式会社の設立を目論み経営の安定を目ざすが、鈴木家で
は、この明治中期以降いかなる経営の展開をしめすのであろうか。第3表によれぽ、鈴木家の年間商
金高は、明治20年代に結城織物業が停滞を示したように26年頃までは2万円台にとどまり、むしろ滅
少の傾向さえ示している。しかし、結城紬の生産価格が20万円近くなる20年代後半には、鈴木家でも・
商金高が5万6，　OOO円に増加している。このように、結城織物業の盛衰を最も敏感に感じとったのは
流通面を担当していた問屋であったことがわかる。
　さて、鈴木家で取引される織物の品種は、第4表によれぽ紬縞が圧倒的に多く、毎月平均1，000円，
を越えている。ついで、木綿縞と高機縞が毎月平均2、300円と高い。取引先に目をうつすと、鈴木
家は明治21年に全国144問屋と取引関係をもち、なかでも東京（21）、京都（15）、大坂（8）、栃木
（33）、茨城（30）、福島（16）に
大半の問屋が分布していた16）。し
かし、取引額では東京が最も高く、
特に下村正右衛門と大村元方・会
所が最高の商産高を示している
（第5表）。従来、結城織物業の販
路は「産出ノ十分ノ八ハ東京及西
京大阪へ輸出シ其余ハ各県二売
捌」17）かれるのが普通であったが，
第3表　鈴木家年間商金高 （単位：円）
1上半期（1～6月） 下糊（・一・2圃 年　　　　間
明治21年 17，555 11，625 29，181
22 17，536 10，317 27，853
23 12，865 7，724 20，589
24 13，565 8，024 21，590
25 13，500 8，100 21，600
26 13，800 8，300 22，100
27 19，600 18，700 38，300
28 29，000 27，000 56，000
〔備考〕　「商産高取調書」（鈴木家所蔵）により作成。
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第4表品種別・鈴木家商産高 （単位・円）
紬縞木綿縞高機縞紬物木綿物降糸地糸真綿練繰白紬白木綿小売高その他合　計
明治18年71，770268 330 28 1 15 2 1 0 2，417
8 956 147 32 17 2 15 1 1 0 1，174
9 1，199264 26130 1 39 8 5 0 1，811
101，890432 347 40 2 31 9 2 1 21 0 22 67 2，871
111，270396391 28 3 60 3 7 0 3 0 2，166
121，147433 428 32 4 63 4 20 2 21 0 2，159
明治19年11，452372 118 31 1 34 3 30 0・ 11 21 2，077
2 1，322 138 9537 1 33 12 0 20 2 1，663
3 1，488210 17627 1 80 7 13 0 13 2，021
4 1，206313 184 24 1 52 2 13 1 13 0 1，816
5 2，134455 43326 2 52 24 1 2 0 16 3，154
6 1，920636 312 22 0 22 7 6 0 2 0 2，934
〔備考〕（1）「商産高書抜控帳」（鈴木家所蔵）により作成。円位下切り捨て。
　　　（2）空白は全く商産高がないこと、0は円位下切り捨てのため0となっているものである。
第5表取引先別・鈴木家商産高 （単位・円）
明治20年7～12月
　21年1～6月
　　　7～12月
　22年1～6月
　　　7～12月
　23年1～6月
　　　7～12月
当座帳分
3，435
4，164
3，201
4，827
3，880
4，836
3，066
東京大福帳
附　込　分
2，171
　671
1，207
1，226
　602
1，017
　549
下村正右衛門
　（大丸屋）
4，579
4，628
4，303
．4，408
2，964
3，009
1，894
大村元方
2，067
2，6211
1，862
2，536
2，047
2，788
1，965
大村会所
　759
　884
　592
1，159
　878
　541
　484
佐羽吉右衛門
194
971
507
鈴木啓八（伊勢屋）
　586
1，351
　820
1，927
　420
　790
　212
森　五郎兵衛　小林吟治郎
　（近江屋）　　　（丁子屋） 荻原忠三郎 稲村源助（伊勢屋） そ　の　他　　　　　合　計　㈲　（5人） 返品高　⑧　　（A）一（B＞
63 264 122 21 113 14，379 14β79
1，596 726 1，021 637 305 19，580 24 19，555
994 722 366 34 52 14，665 40 14，625
1，757 930 1，999 744 1，041 22，558 21 22’C536
1，421 1，127 53 113 10 13，510 193 13，317
925 1，231 37 786 15，965 99 15，865
622 734 261 9，790 66 9，724
〔備考〕　「商産高下調明細書抜」（鈴木家所蔵）により作成。円以下切り捨て。
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鈴木家では地方問屋への直搬出を行ないつつも、そのほとんどは大丸屋や白木屋などの大口取引先を
中心に取引され、そこから再搬出されたものも多かったといえるだろう。
　鈴木家では、明治中期以降、以上のような経営内容を示しているが、鈴木家の結城町に占める位置
は上位に近かったといえる。たとえぽ、明治39年度の鈴木家の営業税は46円18）であり、これは結城町
商人中の12位にあたる。また、鈴木家では大正2年に3，708反の織物を取扱っているが、その反数は
織物問屋商の4位に位置している（奥沢庄平7，307反、木村与平4，976反、犬丸治三郎4，852反）19）。こ
の点からも、鈴木家の階層性は上位ではないとしても、それに近いところにあったといえよう。
　ところで、鈴木家が商人的側面とともに地主的側面をもっていることは前述した。いま、鈴木家の
土地所有状況を示せぽ第6表のとうりである。これによれぽ、鈴木家では明治12年から21年にかけて
田を中心に土地集積がすすむが、それ以降は山林と宅地がわずかに増大するものの、田畑ともに減少
をみ、特に畑の減少が著しい。規模的には、全土地集積が5町前後であり中小地主であることがわか
る。
　ここで、鈴木家の歳出入を地主的側面と商人的側面にわけた第7表と、所得高のみを抽出した第8
表によって鈴木家の経営分析をすることにしよう。まず、鈴木家の貸金であるが、明治19年に貸金利
息が38円あり、明治前期から24年までは貸金を行なっていたことがわかる。しかし、それも21年頃か
ら漸減し、25年には全く貸金利息がなくなってしまう。これは如何なる原因によるものだろうか。ま
ず考えられるのは利潤獲得源の転換である。事実、明治25年には田畑貸附所得が24年の147円から157
円に、また貸家所得も70円から71門（26年には85円）に増加している。そして、何よりも重要だと思
われるのは、明治25年以降の地租地方税公儲金町村費および貸家の修繕費の急減である。特に、前者
は23年頃から減少の兆候をみせていたが、26年以降、ほぼ40円に定着する。つまり、20年代前半には
これらの出費が土地収入を相殺してしまうことが何回かあり、地主的活動はさほど有利ではなかった
が、25年頃からこれが逆転したことにより金貸から土地収入へ利潤獲得源の転換をはかったのではな
いかと思われる。もちろん、鈴木家では20年代以降、土地集積を減少させているから、結果として土
第6表鈴木家の土地集積
? i畑　1山　　林 1宅副耕　　地
明治12年 24，028反23．805反 一反 2，724反 一反
19 29，629 23，127 15，014 2，609 一
21 39，628 28，026 15，014 3，503 1，226
26 24，515 21，610 21，023 3，329 一
27 24，515 7，225 21，103　　　■ 3，329 一
28 24，515 7，225 21，103 3，329 一
〔備考〕（1）
　　　（2）
　　　（3）
　　　（4＞
　　　（5）
明治12年は「耕宅地所有地調」（明治12年1月改）による。
明治19年は「宅地及田畑山林明細控帳」（明治19年2月）による。
明治21年は「地所登起済証下付願」（明治21年2月10日）による。
明治26・27・28年は「所得金高明細書」による。
各出典は鈴木信一氏蔵による。
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第7表鈴木家歳出入内訳
明治19年
　　20
　　21
　　22
　　23
　　24
　　25
　　26
　　27
　　28
　　29
　　30
明治19年
　　20
　　21
　　22
　　23
　　24
　　25
　　26
　　27
　　28
　　29
　　30
〔備考〕
地 主 的 側 面
貸　金　利
? 田畑鮒所酬 耀轟嬢 陳家 所得i貸家の修繕費
38円 100円 84円 89円 69円
46 91 100 48 90
24 80 108 48 85
18 122 113 15 115
7 127 98 63 64
2 147 76 70 55
157 88 71 65
137 42 85 50
118 40 80 55
118 40 80 55
133 44 85 70
174 49 80 75
?
人 的
? ?
魏゜木噸1営業税町費 隊売品原価 1運賃峨穆藷灘麟櫻訓騒學する
313円 150円 26，150円 50円 17円 155円 165円
612 140 18，835 43 253 150 128
587 138 27，820 39 205 150 242
526 107 26，563 38 235 150 292
379 90 19，464 24 191 150 291
370 65 20，489 36 185 150 295
384 60 20，520 36 150 150 300
390 52 29，100 70 68 120 200
498 50 38，300 90 41 120 350
500 50 38，800 100 50 150 350
600 55 58，200 180 65 300 600
550 80 56，260 180 80
?????
550
各期「商金高取調書」（鈴木家所蔵）により作成。
　　　　　　　　　　　第8表所得高構成 単位：円（カッコ内は％）
1貸金利息1田畑鮒囎1貸家所得紬・木締所矧合 計
明治　19年
　　20
　　21
　　22
　　23
　　24
　　25
　　26
　　27
　　28
　　29
　　30
38　（7．0）
46　（5．8）
24　（3．2）
18　（2．6）
7　（1．2）
2　（0．3）
100
91
80
122
127
147
157
137
118
118
133
174
（18．5）
（11．4）
（10．8）
（17．9）
（22．0）
（25。0）
（25．7）
（22．4）
（17．0）
（16．9）
（16．3）
（21．6）
89　　（16．5）
48　（6．0）
48　（6．5）
15　（2．2）
63　　（10，9）
70　　（11．9）
71　　（11．6）
85　　（13．9）
80　　（11．5）
80　　（11．5）
85　　（10．4）
80　（10．0）
313
612
587
526
379
370
384
390
498
500
600
550
（58．0）
（76．8）
（79．4）
（77．2）
（65．8）
（62．8）
（62．7）
（63．7）
（71．6）
（71．6）
（73．3）
（68．4）
540　（100．0）
797　（100．0）
739　（100．0）
681　（100．0）
576　（100．0）
589　（100．0）
612　（100．0）
612　（100．0）
696　（100．0）
698　（100．0）
818（100．0）
804　（100。0）
〔備考〕　各期「商金高取調書」（鈴木家所蔵）により作成。
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地収入に利潤獲得源が移ったとも考えられる。また、本業である紬木綿問屋としての利益が20年代後
半には再び盛りかえすこともあって、本業に専心したともいえる。もっとも、鈴木家の商人所得と地
主所得の割合は、常に6対4ないし7対3である。おそらく、10年代後半から20年代初期の織物停滞
期には貸金を充実することによって本業の損失を補い、本業が好況にむかう20年代後半には本業をい
っそう充実させ、また一方で、地租低下等による有利性を利用して土地収入の充実をはかっていった
ものと思われる。
　以上の分析によって、鈴木家では明治中期から後期にかけて紬問屋としての経営拡大を図ったこと
が理解できたが、そこには、当然経営拡大にともう資金調達という問題に直面しなけれぽならなかっ
た。そうした折、結城町にも金融機関が整備されてくるのである。
　（ii）　鈴木家と結城銀行
　結城町には明治27年9月小山銀行20）が進出し支店を設置しているが、結城町に本店をもち、しかも
結城町商人が独自に設立した私立銀行は結城銀行が最初であった。結城銀行は明治29年2月26日設立
免許を得、3月2日開業した。設立時の資本金は5万門、株主98名である。設立時の役員は、取締役
頭取が中沢清八、取締役副頭取が小西吉太郎であり、以下取締役4人、取締役兼支配人1人、監査役
2人を置いていた21）。
　ここで第9表により、明治40年下半期の株主をみると、肥料商秋葉善吉を筆頭に紬木綿問屋、酒製
造販売、呉服太物などの商人が上位をしめていることがわかる。そのなかで、鈴木新平は65株（3，250
円）の出資をしており、これは13位にあたる。また、このとき50株以上の商人20人（全株主の14．6％）
が2，520株（全株の63％）を出資しており、これら上位株主＝商人・地主によって結城銀行の運営が
掌握されていたとみてよかろう。さらに、全株主137名のうち69．　3％にあたる95名が結城町からの出
資者であり、しかも全株4，000株のうち79．2％にあたる3，168株（15万8，　400円）を出資している。以
上のことから、結城銀行は結城町を中心とし、有力商人・地主がイニシアチブをとって設立したとV）
える。おそらく、彼ら商人・地主達は、明治後期の地方経済発達にともなう資金需要を賄うために
も、私立銀行を設立しなけれぽならない状況にいたっていたように思える。結城銀行第一期営業報告
書には、「地方商業上の須要に依り設立せしに係るを以て、当地の商家として普く本行と取引を為さ
ざるものなきに至れり」とあり、結城銀行が地方経済の担い手である商人の資金運用のために設立さ
れたことを裏づけている。
　さて、つぎに営業状況をみることにしよう（第10表）。まず預金吸収に関していうと、当時の一般
的金融動向でもあったが、預金は停滞的であり、貸出金が増大してオーバー・ローソの様相を呈して
いる。　したがって、自己資本の占める比率は高く、増資によって資金需要を賄っている（31年10万
円、34年20万円、大正9年60万円に増資）。資金運用では証書貸付・手形貸付が主流である（主とし
て土地有価証券担保貸付）。ついで当座預金貸越、荷付為替手形が高く、織物商、米穀商などの取引
決済に利用されていたことが指摘できよう。しかし、割引手形はあまり行なわれなかった。これは、
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第9表結成銀行主要株主
??
……
????????……?????????????????????
???
93
S2
O7
S4
V6
O0
T5
T1
T4
T0
R2
????
07
R4
T9
X6
T9
R0
V0
U0
T2
T0
U5
X0
S0
S0
R0
R5
Q4
??
?????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
??
??????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
〔備考〕（1）
　　　　（2）
　　　　（3）
　　　　（4）
　　　　（5）
株主姓名・住所・持株数は「明治40年下半季結城銀行営業報告書」（r結城市史』近現代史料編
職業並びに明治39年・大正7年の営業税・所得税は『日本全国商工人名録』（明治40・大正7
大正10年直接国税は『茨城県納税銘鑑』（福田昌健編大正12年）による。
備考欄は『常陽銀行二十年史』（昭和30年）、『茨城県産業組合史』（（産業組合中央茨城支会、
50町歩以上地主は「50町歩以上地主名簿（『農業発達史』第2巻所収）による。
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（明治40年’ｺ半期）
明治39鞭1大正7鞭大正10年
直接国税
備
創業時役則
考
営業税隔税隊税1所得税
取　締　役
110円 96円 185円 118円 875円 〃
224 22 435 7952，696 取締役副頭取
125 131 1，664 下館銀行専務取締役、下館商業銀行専務取締?ｪ取
28 一 150 195
71
43 19 137 96 490 取　締　役
44 86 69 206 779取締役頭取 50町歩以上地主（大正13年）
93 監　査　役 結城繭糸市場社長
72 取締役支配人
46 28 93 32 212 結城信用組合監事（設立時）
45 15 73 34 165
242
15 7 62 59 217
25 10 67 36 263
48 22 116 66 下館商業銀行監査役
33 15 90 102 283
結城銀行監査役
2，061 50町歩以上地主（大正13年）
16 6 30 11 51
49 17
25 21
所収）による。
年）『茨城県勧業年報』第14回（明治17）による。
昭和6年）による。
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第10表結城銀行営業成績 （単位　円）
年　　次
明治29年
　　36上
???
下
38上
下
39上
下
??40
41上
????
???」??
下
44上
下
45上
払込資本金
25，000
145，000
145，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
155，000
積立金
10，420
11，520
12，600
13，700
15，000
16，100
18，100
20，100
22，100
24，100
26，100
28，100
30，100
32，100
34，100
36，100
38，100
40，100
42，100
預 金
当座預金
・13，111
31，423
49，223
34，417
41，599
45，928
90，190
204，329
定期剰合計
1，845
26，085
27，920
30，090
31，940
43，282
71，129
14，956
60，866
57，509
77，143
64，427
73，539
80，575
89，260
125，287
138，583
161，320
162，174
160，615
183，549
192，150
190，894
168，128
204，329
249，568
258，534
? ?
金
証書貸付当座預金
手形貸付　　　・越
16，760
134，476
139，458
150，801
137，250
145，674
214，822
314，803
11，096
49，917
72，326
54，258
63，797
56，903
67，196
荷付為替
手　　形
6，558
13，907
9，628
11，166
11，576
13，655
27，320
割引手形取立手形　合　　計
9，102
3，798
7，223
6，721
4，162
14，940
51，093
952
1，564
1，187
1，087
5，752
2，049
34，414
218，554
207，403
211，785
205，060
201，048
226，805
220，394
250，630
271，385
309，339
327，151
346，092
349，230
361，995
334，245
354，174
365，896
413，519
425，204
預貸率
230％
359
360
274
318
273
281
246
200
195
191
201
215
190
188
175
210
179
165
164
純益金　配当率
9，595　　　11％
9，906　　　11
9，712　　10
10，766　　　　10．5
8，900　　10
10，810　　　10
10，511　　　10
10，830　　　10
10，713　　　　10
11，527　　　　10
11，239　　　　10
11，527　　　　10
10，133　　　10
10，662　　　　10
11，659　　　　10
11，329　　　　10
10，427　　　　10
11，008　　　10
10，437　　　　10
〔備考〕　（1）　『結城市史』第三巻近現代史料編613－615頁により作成（原典は各期「結城銀行営業報告書」、『常陽銀行二十年史』「全国各銀行営業報告要領」）
　　　　②　資料上の制約により計算があわない所もある。
織物取引に関していえぽ、問屋と機屋の決済は現金決済であり、手形取引が利用されるのは各集散地
問屋との取引ぐらいであったからである。
　以上、結城銀行の設立状況と沿革をみてきたが、鈴木家では結城銀行と如何なる関連をもって、明
治後期の経営拡大にともなう資金調達問題を解決していったのであろうか。ここでは、鈴木家の明治
30年代の資料散逸のため大正4年の資料から分析したい。
　第11表は鈴木家の資産負債状況をしめしている。資産をみると、有価証券と土地が全資産の57．4％
をしめ、鈴木家は確実な資産を保持していたことがわかる。一方、負債では銀行借入金が90％近くを
しめ、銀行との密接な結びつきがうかがえる。なかでも、負債のうち80，8％は結城銀行からの借入金
であり、鈴木家と結城銀行はとくに密接な関係にあったことがわかる。ここで、第12表によって鈴木
家の銀行借入をみると、鈴木家は明治30年代から40年代にかけて、結城銀行から9，900円を借入れて
いる。もちろん、この金額は大正4年の借入返済分だけであるから、全体の借入金はかなりの額に及
んだものと想像される。他銀行では小山銀行結城支店、宇都宮銀行からの借入金があるが、その借入
金額はとうてい結城銀行に及ぼない。それでは、なぜ鈴木家は結城銀行から借入をできたか。まず第
一に、鈴木家が確実な担保を保持していたことによるものと考えられる。つまり、鈴木家は全資産の
57．4％をしめる土地建物、有価証券を保持していたがゆえに、それを担保に借入を受けることが可能
だったのである。第二の理由は、結城銀行の設立主体の問題に関連する。すなわち、結城銀行は地元
有力商人・地主達によって設立されているが、その中で鈴木新平の持株数は前述のように13位であり
（40年下半期）、また結城町における鈴木の階層性は上位に近い位置にある。商人間における鈴木新
平の信用度は高かったといえる。鈴木家が結城銀行から借入金を容易に調達し得たのも、確実な担保
と信用の両面を兼ね備えていたからである。さて、この借入金の運用であるが、おそらく紬問屋とし
ての経営資金に使用されたと思う。当時、鈴木家が貸金を全くしなかったわけではないが、大正4年
をみてもわずか52円であり、その額は借入金に比して微々たるものである。明治後期における鈴木家
の経営拡大を考えれば、鈴木家にとって結城銀行は貸付資金の充実にあったのではなく、あくまでも
織物営業資金の確保にあったことはまちがいないであろう。
　　　　　　　　第11表　鈴木家の資産・負債状況（大正4年）　単位：円（カッコ内は％）
資　　　産　1 負　　　　　　　　　債
有　価　証　券　　5，510（20．6）小山銀行結城支店借入金　1，600　（6．8）
土　　　　地　9，829（36．8）結城銀行借入金　　　　　18，957（80．8）
売掛金及現在品　3，882（14．5）結城信用組合借入金　　　　237　（1．0）
保　　険　　金　7，480（28．0）個人借入金　　　　　1，200　（5．1）
取引勘定（品代）借　　　1，258　（5．4）
町内預り金　　　　　　200　（0，9）
合　　　計　　26，703（100．0）合　　　計　　　　　　23，453（100．0）
差　引　3，250（剰余）
〔備考〕（1）鈴木家・大正4年1月「家政整理喜大久帳」により作成。
　　　（2）円以下切り捨て。
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第12表鈴木家の銀行借入（大正4年以前） （単位：円）
小 山　銀　行　結 城　支店 結　　　　城 銀　　　　行 結城信用組合 宇都都銀行
借入金 担　　　　保 備　　　考 借入金． 担　劇 備　　　　　考 借入金陣保 　　　1ﾘ入金1担 ?
明治34年3月 2，000土　　地
37〃5
1
3，000建　　物 元利返済（T4）
39〃7
「
1，800結城銀行旧株40株17円23銭利息返済（T4）
41〃12 3，000土　　地
43〃7 100
帝国商業銀行株10株
元利返済（T4）
〃11 400貯蓄債券121通債券は5円券
大正元年10 700勧業債券73通
〃｛　　20円18通　　10円55通
〃12 1，500土　　地
3〃2 250結城電気株10株 元利返済（T4）
〃12 500約束手形 裏書人赤荻邦三郎
4〃5 1，000約束手形
〃5 3，000土　　地 期限（T5．12．25）
〃5 2，000建　　物 期限（同上）
以下借入日不?
1，000約束手形 裏書人宮田 237信用貸 1，500約束手形
500 〃 〃　奥沢庄平
1，000 〃 〃　赤荻邦三郎
500 〃 〃　桜井平太郎
807 〃
2，000保証人の信用にてﾘ入
〔備考〕（1）鈴木家・「家政整理喜大久帳」（大正4年）、「負債取調書」（大正4年1月）により作成。
　　　（2＞円以下切り捨て。
　（iii）　鈴木家と結城信用組合
　鈴木新平は結城銀行と密接な結びつきをしていく一方、結城信用組合とも関連をもっていく。ここ
では、鈴木家の経営にとって信用組合は如何なる機能を果たしたかを分析したい。まず、その前に結
城信用組合の設立事情について述べることにする。
　明治32年、結城町に融通金積立会が黒川常八、平井芳次郎、小池駒吉によって設立された。当時
は、前節でみた結城銀行と小山銀行結城支店が営業を続けていたが、この2行は「専ら業務の拡張を
図り絶えず付近民衆の需要を充たすに努力し居れりと難之等は多く有産階級の利用のみ止まり中産以
下のものは総て高利に甘んぜざる等其不利不便甚だ少なからず、加之町民の負担は益々嵩上して遂に
祖先伝来の家財をも他人の有に帰せざるを得ざるの悲境に迫」22）っていた。したがって、融通金積立
会は「中産以下のもの」にたいする産業資金供給の目的をもって設立されるにいたった。
　設立事情にふれるならぽ、「旧来の所謂無尽講なるものを斜酌して規約を設け先づ隣保団結の精神
に基き勤倹の美風を養成して中産以下の資力を蓄積して以て独立自営の観念を一層深厚ならしむるこ
ととなし、各戸を訪問して入会者百七人、口数四百五＋を得て始めて本会の組織を完成したり、而し
て各人の蓄積金は一口に付き毎月五十銭とし満5ケ年を以て完了せしむる仕組にして専ら産業上に必
要なる資金の供給に努め其額三千百五十円に達し」23）ている。以上のことから、融通金積立会は無尽
講から発展したいわゆる無尽類似金貸会社24）であると考えられる。無尽類似金貸会社は、明治30・40
年代から大正前期にかけて全国各地に設立されており、融通金積立会はその初期の事例であったとい
えよう。前述のごとく、結城町では明治前期から鈴木新平らが中心となり無尽講が行なわれていたか
ら、無尽類似金貸会社が設立される素地はあったわけである。
　ところで、明治33年3月6日、「産業組合法」が成立し、これを契機に融通金積立会は無限責任結
城融通信用組合（明治35年5月26日設立認可、組合員107人、出資額13，500円、大正5年に無限責任
結城信用組合と改称）に改組された。設立時の役員は組合長黒川常八、理事小倉藤三郎、平井芳次
郎、小池駒吉、監事逆井和四郎、鈴木新平であり、融通金積立会の設立者からの継続がみられる。ま
た、講と信用組合の人的関係も明らかである。たとえぽ、大正3年1月の「互信会規定」25）には主催
者小倉藤三郎、後見人渡辺卯平、鈴木新平、世話人赤荻邦三郎、吉田常吉、中谷伊三治の名が記載さ
れ、信用組合の役員および組合員によって講が信用組合と同時に行なわれてし．・たことをしめしてい
る。
　さて、ここで第13表から組合員構成をみると、そのほとんどが商人であるが、しかし前掲第9表の
結城銀行株主とは重複しない点が注目できる。また、第14・15表によれぽ、大正7年には全組合員の
うち61。8％が商人であり、出資口数でも71．2％を占めていたことがわかる。この点からも、結城信用
組合は「中産以下」の商工業者達の利益を代表していたことが理解できる。そして、そこには前述し
た結城町の政治経済的風土を背景にした下層民の一連の活動が大きなインパクトをあたえていると考
えられる。かかる結果、結城町では有力商人一結城銀行、中小商工業者一結城信用組合という金融構
造が形成されることになった。
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第13表　主要組合員姓名・職業（大正7年）
姓　　名 職　　　　　　　　　業
大正3年 大正7年 大正12
営業蜥得税 営細所得税直接国税
備　　　考
渡部　卯平
ﾋ原　要作
髢ﾘ　新平
笆{　　剛
ｬ倉廣三郎
竏苒猿O郎
ﾀ井　滝蔵
q持　元吉
汕芫燻ｵ郎
ﾀ根徳三郎
白J　政吉
ｽ井芳次郎
?J伊三治
ｻ岡　準一
?苒ｷ太郎
n辺　喜平
ｬ西栄次郎
n辺金次郎
ﾖ藤　為治
醤油醸造塩元売捌（小田屋）
囎ｨ和洋傘商（林屋）
居髟ｨ産織物問屋
^送業
?苡草ﾐ、紙類（長崎屋）
ｴ酒醸造業
嚥?､
?嵓??､
?r物商
ﾞ木商
居髟ｨ産織物商（近江屋）
ﾝ油醸造業
C産物商
ｻ糖商
ｺ鉄金物商
ｻ糖、乾物、海産、各洋酒国産干瓢問屋
ﾄ雑穀商
　円
P76
W4
R3
T3
R0
P21
T5
P38
　円
P90
W0
??????
　円
P38
X3
S4
R6
R6
V1
R3
V1
R9
X0
T0
U6
　円
P56
R2
Q0
P3
Q6
Q2
Q8
S1
P4
P02
P8
R1
　円T20
T9
Q12
R7
Q9
U02
S3
T4
P19
Q07
W5
P54
@7
Q83
P37
X4
組合長
掾@事
T代目鈴木新平
掾@事
掾@事
掾@事
搦磨i設立時）
以下50名（計69名）
備考：①結城信用組合r第拾六通常総会決議録（大正7年）』により作成。
　　　②大正3年、大正7年の営業税・所得税はそれぞれr日本全国商工人名録』（大正3年）、（大正7年）
　　　　　による。大正12年の直接国税は『茨城県納税銘鑑』（大正12年）による。
　　　③円以下切り捨て。
　ところで、鈴木新平はこの両者の金融機関と関連をもっており、しかも明治38年4月から大正3年
12月まで結城信用組合組合長に就任している。われわれは、鈴木のこうした金融機関との関連の在り
方をどう理解すれぽよいのだろうか。ここでは、この問題を結城信用組合との関連から分析すること
にしよう。
　まず考えられることは、鈴木家の階層性の問題である。前述したように、鈴木家の階層性は上位に
近かったが、厳密に言えぽ、中堅の地位にあり中小商工業者層との接点にあったといえる。したがっ
て、鈴木家は中小商工業老層の動向を、もっとも敏感に感じとる立場にあったと想像できる。また、
鈴木家では講との関連が深いことから、その関係で中小商工業者の金融機関設立に参画したものと考
えられる。しかし、鈴木家が金融機関設立に参画することの裏には、当然、鈴木家の経営上における
何らかの意図があったにちがいない。それは何であったのか。いま、第16表によって結城信用組合の
貸付金推移をみると、明治43年から大正4年頃までは貸付額が1万円以下の年がほとんどであり、1
件当り貸付額も150円前後と低く、小口貸付が中心であった。また、第17表によれぽ、貸付金の使用
目的は商品購入が圧倒的に高く、商人（中小商人）がその大部分の貸付を受けていたことが理解でき
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第14表　結城信用組合・組合員構成 （単位：人、カッコ内は構成比％）
降剰 工剰 商業1水産剰 林　　業 擁剰 計
明治44年 2（6．5） 3（9．7） 24（77．4） 2（6．5） 31（100．0）
45 1（3．3） 3（10．0） 24（80．0） 2（6．7） 30（100。0）
大正2年 1（3．6） 3（10．7） 22（78．6） 2（7．1） 28（100．0）
3 1（2．8） 6（16．7） 27（75．0） 2（5．5） 36（100。0）
4 1（2．2） 11（24．4） 30（66．7） 3（6．7） 45（100．0）
5 2（3．5） 18（31．6） 34（59．6） 3（5．3） 57（100．0）
6 2（3．3） 18（29，5） 38（62．3） 3（4．9） 61（100．0）
7 2（2．9） 17（25。0） 42（61．8） 7（10．3） 68（100．0）
8 3（3．5） 18（20．9） 57（66．3） 8（9。3） 86（100．0）
9 5（4．0） 24（19．0） 79（62．7） 18（14．3） 126（100．0）
10 6（4．6） 26（19．8） 85（64．9） 14（10．7） 131（100，0）
11 6（4．3） 26（18．4） 93（66．0） 16（11．3） 141（100．0）
12 7（4．9） 27（18．9） 93（65．0） 16（11．2） 143（100．0）
13 6（4．0） 30（20．0） 83（55．3） 1（0．7） 30（20．0） 150（100．0）
14 7（4．6） 28（18．5） 83（55，0） 1（0。7） 32（21．2） 151（100．0）
15 11（5．4） 57（27．9） 85（41．7） 1（0，5） 50（24．5） 204（100．0）
昭和2年 173（23．0）120（16．0）319（42．5） 1（0．1） 138（18．4）751（100．0）
3 166（22．5）118（16．0）314（42．6） 1（0．1） 138（18．7）737（100．0）
4 168（22．5）122（16．3）322（43．0） 1（0．1） 135（18．0）748（100．0）
5 172（22．9）120（16．0）324（43。2） 1（0．1） 133（17．7）750（100．0）
6 168（23．0）117（16．0）309（42．2） 1（0．1） 137（18．7）732（100．0）
7 168（23．1）118（16．3）306（42．1） 1（0．1） 133（18．3）726（100．0）
8 163（23，4）111（15．9）296（42．5） 127（18．2）697（100．0）
9 163（24．8）99（15．0）273（41．5） 123（18．7）658（100．0）
10 164（26．4）96（15。5）246（39．6） 115（18．5）621（100．0）
備考：各期『事業報告書』より作成。
る。そのうえ、商品購入の具体的品目には織物や干瓢が記載されており、これらの商品の買入資金あ
るいは地方への運搬資金として貸出されたことがわかる。かかる事実から、鈴木家では織物資金調達
のために結城信用組合を利用したと考えられるが、前掲第12表によれぽ、鈴木家の結城信用組合から
の借入金はわずか237円である。この時期、鈴木家は結城銀行から9，900円以上の借入を受けているか
ら、その格差は著しい。　これは当時、結城信用組合が組合員の減少等（明治35年107人→明治44年31
人）によって解散の危機に直面していたため、貸出金も減少しており、その反映が237円というわず
かな金額にあらわれているものと思われる。この金額からすれぽ、鈴木家にとって結城信用組合はほ
とんどメリットがなかったにちがいない。したがって、鈴木家では結城信用組合との関連を弱め、結
城銀行を主要な取引銀行として営業資金調達をはかっていけぽよかったものと思われる。しかし・そ
れにもかかわらず鈴木新平は、この時期に結城信用組合組合長を務めており・明治44年には系統機関
から低利資金（年5分8厘）26）を借入して、産業資金を組合員に供給するなど積極的な組合再建策を
行なっている。また、鈴木の死後、大正4年には貸出資金回収の改善を計るため「相互会」27）と称す
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る貯金団体を設け、貯金を増加せしむると同時に貸出金の回収に努め、隣保団結徳義の溜養にも力を
注いでいるほか、大正5年4月30日には渡辺卯平（組合長）が京都市伏見信用組合、彦根八幡信用組
合を視察している28）。このような、鈴木新平をはじめとする組合役員の行動をどう理解すればよいの
だろうか。おそらく、鈴木新平は組合再建によって自己の経営資金の不足分を補っていこうとしたの
ではないかと考えられる。つまり、鈴木家の階層性を考えれぽ、前述のように結城銀行と密接な関連
にあったにせよ、経営拡大にともなうすべての経営資金を調達できなかったのではないだろうか。す
なわちその他の資金源が必要だったのである（この点は、結城信用組合設立に参画していない織物商
奥沢庄平との大きな相違である）。かかる点から、鈴木新平は明治後期の組合再建期には、まず中小
商工業者（機屋を含む）の資金調達を充実させ、組合の安定をまって自己の経営資金を借入していく
ことを考えていたのであろう。鈴木家では、明治後期に結城銀行から多くの資金を借入していくが、
それはあくまでも結果であり、この2つの金融機関への参画の意図は根本的には同じであったといえ
る。
第15表　結城信用組合・産業別出資口数構成 （単位：口、カッコ内は構成比％）
障剰工剰商剰纏剰林剰雑業 計
明治44年
　　45
大正2年
　　3
　　4
　　5
　　6
　　7
　　8
　　9
　　10
　　11
　　12
　　13
　　14
　　15
昭和2年
　　3
　　4
　　5
　　6
　　7
　．8
　　9
　10
　5（3．0）
　3（1．9）
　3（2．1）
　3（1．8）
　3（1．6）
　6（2．9）
　6（2．9）
　6（2。7）
18（3．0）
26（3，1）
26（2．9）
29（3．2）
39（4．3）
29（3，0）
31（3．1）
73（3．4）
860（13．4）
881（13．7）
881（13．7）
910（14．2）
888（14．2）
888（14．3）
810（13．9）
772（14．6）
736（15．5）
　7（4．3）
　7（4．4）
　7（4．9）
15（9．0）
24（13．1）
38（18．1）
38（18．1）
38（16．8）
97（16．2）
126（14．8）
136（15．1）
136（14．9）
141（15．4）
190（19．6）
175（17．7）
676（31，5）
1，369（21．3）
1，336（20．8）
1，335（20．7）
1，314（20．5）
1，312（21．0）
1，303（21．0）
1，254（21．6）
1，115（21．1）
1，064（22．4）
135（83．3）
135（84．4）
118（82．5）
134（80．2）
139（76．0）
149（71．0）
157（74．8）
161（71．2）
429（71．5）
557（65．5）
617（68．6）
627（68．7）
620（67．7）
580（59．8）
586（59，3）
909（42．4）
　　　　12，881（44．8）
2，860（44．4）
2，910（45．2）
2，918（45．5）
2，780（44。4）
2，789（44．1）
2，600（44．7）
2，289（43．4）
1，990（41．9）
7（0．7）
7（O．7）
14（0．6）
20（0．3）
20（’0．3）
20（0．3）
20（O．3）
20（0．3）
20（0．3）
　15（9．3）
　15（9．4）
　15（10．5）
　15（9．0）
　17（9．3）
　17（8．0）
　　9（4．3）
　21（9，3）
　56（9．3）
　141（16．6）
　111（12．3）
　121（13．3）
　116（12．7）
　164（16．9）
　190（19，2）
　413（22．1）
1，305（20．2）
1，338（20．8）
1，289（20．0）
1，253（19．5）
1，260（20．1）
1，218（19．6）
1，149（工9．8）
1，098（20，8）
　962（20．2）
162（100．0）
160（100．0）
143（100．0）
167（100．0）
183（100．0）
210（100．0）
210（100．0）
226（100．0）
600（100．0）
850（100．0）
900（100．0）
913（・1　00．0）
916（100．O）
970（100．0）
989（100．0）
2，145（100．0）
6，435（100．0）
6，435（100．0）
6，435（100．0＞
6，415（100，0）
6，260（100．0）
6，218（100．0）
5，813（100．0）
5，274（100．0）
4，752（100．0）
備考：各期『事業報告書』により作成。
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第16表　結城信用組合・貸付金推移
?
担 保 有 担
?
貸付件数 貸　付　額 1件当りﾝ　付　額 貸付件数 貸付　額 1件当りﾝ　付額
合　　　計
明治43年 67件 8，803円 131円 件
? ?
8，803円
44 61 9，508 155 9，508
45 65 9，926 152 9，926
大正2年 61 9，924 162 9，924
3 67 10，434 155 10，434
4 52 8，543 164 8，543
5 106 18，250 172 5 3，000 600 21，250
6 125 38，719 309 10 4，945 494 43，664
7 187 52，919 282 4 1，350 337 54，269
8 404 104，469 258 7 2，670 381 107，140
9 249 114，217 458 6 4，600 766 118，817
10 194 185，372 955 24 26，272 1，094 211，644
備考：各期『事業報告書』より作成。ただし、大正3年までは年度末貸付、それ以降は年度貸付。
　　　円以下切り捨て。
第17表　貸付金の使用目的推移 （単位：円、カッコ内は件数）
?
の 他
肥料購入 商品購入 器械購入 種繭購入 営業資金（不動産購入Z宅地購入）騰騰野1（離麟叢震）
明治44年 1 9，508（61）
45 350（2）8，776（57）800（6）
大正2
@　3
300（2）9，124（57） 500（2）
4 8，543（52）? ，
5 350（2）18，500（100） 600（1） 1，400（6） 400（2）
6 43，664（135）
7 54，269（191）
8 107，140（411）
備考：（1＞各期『事業報告書』より作成。円以下切り捨て。
　　（2）明治44年、大正7・8年記載の営業資金は商品購入と同様であると思われる。
　ところで、結城信用組合では大正5年に奨善会という財団部を設けている。「奨善会趣意書」には
「本会バー定ノ基本財産ヲ蓄積シテニ宮尊徳翁ノ遺教ヲ遵奉シ道徳ト経済トヲ調和シ以テ社会ノ改善
発達ヲ図リ人生ノ幸福ヲ増進セム’トス」29）とある。設立の意図は、明らかに報徳運動に立脚していた
ことがわかる。その眉的として、「時々道徳経済二関スル講演会ヲ開キ精神訓育二努ムルコト」、「図
書館及ビ実業教育ノ機関ヲ設立スルコト」が掲げられており、大正7年『事業報告書』にも「奨善会
二於テハ道路及溝渠ノ改築資金造成ノ道ブ講シ其蓄積ヲ開始ス」とある。しかし、奨善会の実態は大
正期には奨学金の貸与と結城駅への傘の配置が主たるものだった。さて、ここで問題にしなければな
らないのはなぜ奨善会が設置されるにいたったかである。近来、信用組合と報徳社との関係は政策
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史・経済史的視角から実証分析をされているが30）、奨善会の場合も、結城町近辺の報徳社（たとえぽ
下館報徳社）との関連から分析していくべきだろう。事実、明治35年に設立された下館信用組合は、
下館報徳信友講（天保14年）の流れをうけ、信用組合発起人のほとんどが明治39年に設立される下館
報徳社の社員であった。この点からも十分考察に値するであろう。
　4．むすびにかえて
　以上、明治後期の商人・地主と金融機関との関連を結城織物商人鈴木新平の経営を事例に考察して
t
’きた。その結果、鈴木家では明治後期の経営拡大にともなう経営資金調達を目的として、金融機関の
詮立に参画し七いったことが理解できた。すなわち、鈴木家が明治前期に多くの金融機関と関連を結
iんで経営の不安定性をカバーしていったのとは対照的に、後期には常に確実な資金源を求めて金融機
1
関の設立に関与していったといえよう。また、本稿の分析を通して、結城町の政治経済的風土が結城
…
町金融機関の重層構造に反映していることがわかった。その中で、鈴木家は中位の存在であったが、
鈴木家より階層性が高い織物商人奥沢庄平の場合はどうなのか。また、鈴木家より階層性の低い商家
はどのようにして金融機関と関連を結んでいくのか、さらに、結城町と時を同じくして銀行設立をみ
る県西地方の各町では、商人がいかなる動向をしめすのであろうか。この点についての実証分析は今
後の課題である。
　注
1）「結城織物業の沿革」明治42年、奥沢宗吉氏蔵（『結城市史』第3巻所収）。
2）　『茨城県勧業年報』第4回（明治17年）121－130頁。
3）　結城紬に関しては『結城市史』第3巻、『茨城県史』市町村編llに詳しい。
4）　「結城紬と足利市場」（『いはらき』明治42年2月24日）。
5）　結城町紛擾と公益百事便会についてぽ『茨城県史』市町村編・fi、木戸田四郎『茨城の歴史と民衆』228－246
　　頁参照。
6）　小倉岩吉は、明治17年に家督をついで以来、陶器商を営み、tJ・作料収入と合わせると家族の生活はゆっく
　　り維持できる程度であったと伝えられる。しかし、明治31年に陶器商をやめ、新聞販売業に転ずるととも
　　に公益百事便会を設立して社会事業に身を投じた（木戸田前掲書241－242頁）。
7）　「無尽講の流行」（「茨城日日新聞」第228－229号、明治14年12月16－17日社説、r茨城県史料』近代政治社会
　　編皿所収）。
8）　『茨城県勧業年報』第4回。
9）　朝倉孝吉『明治前期日本金融構造史』（昭和36年）参照。
10）　前掲『茨城県史』市町村編皿。
11）　「鈴木新平、明治二八年第四回内国勧業博覧会出品願」（鈴木信一氏蔵）。
12）13）14）　出典は鈴木家文書。
15）　正田健一郎「明治十年代の地方銀行」e・口（『早稲田政治経済雑誌』174・178、昭和37、38年）。
16）「得意住所姓名控簿」明治21年（鈴木信一氏蔵）。
17）「結城紬の由来と概況」（『茨城県勧業報告』第二八号、明治17年9月）。
18）　『日本全国商工人名録』（明治40年）。
19）　本場結城織物同業組合「検査反数月別簿」明治45年6月起（鈴木信一氏蔵）。
20）小山銀行は明治22年9月、L資本金6万円で栃木県小山町に設立されている。
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21）　『常陽銀行二十年史』121頁。
22）23）　産業組合中央茨城支会編『茨城県産業組合史』170－171頁。
24）　無尽類似金貸会社に関しては、朝倉前掲書、299－307頁参照。
25）　「互信会規定」（鈴木信一氏蔵）。
26）無限責任結城融通信用組合『第十期事業報告書』（明治44年度）。
27）　同上、『第十四期事業報告書』。
28）無限責任結城信用組合『第十五期事業報告書』（大正5年度）。
29）　前掲『茨城県産業組合史』176－177頁。
30）　加藤隆「遠州地方における初期信用組合の存立基盤」（全国農業協同組合中央会編『協同組合奨励研究報
　　告』第二輯、御茶の水書房、昭和52年、所収）。
〔追記〕
　本稿作成にあたり、結城市史編纂室中村弘見氏、渡辺平次郎氏に資料閲覧の便宜をたまわった。記して謝意
を表したい。
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